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１ 予算の概要 

（１）予算編成方針 

［方針の要旨］ 

・中長期的な財政見通しでは、過去に発行した償還期間の短い市債の返済に加え、現在実施中の

大規模建設事業の影響や令和10年度からは南成中学校施設整備事業の返済が始まることなどに

より、令和13年度まで実質単年度収支の赤字が続くと見込んでおり、さらには人勧等による人

件費の急激な上昇や物価高騰が続くものと見込んでいる。 

・令和8年度は新総合計画がスタートする節目の年でもあり、本市の新たな将来像の実現に向け、

第1期実施計画に掲げる施策を着実に推進することが求められるため、社会構造の変化や時代

の要請を的確に捉えるとともに、可能な限り歳出削減や新たな歳入確保を図り、効率的な行財

政運営に一層努めていく必要がある。 

・これらを踏まえて、職員一人ひとりが本市の状況をしっかりと理解し、生産性の向上により限

られた経費で最大限の効果を発揮することを目指すとともに、事業の目的や効果、必要性を見

極め、前例踏襲を打破し斬新かつ柔軟な発想と創意工夫をもって予算編成に当たるよう通知し

た。 

［編成要領］ 

・基本方針 

①第 1期実施計画登載事業の推進、②エネルギー価格・物価高騰への対応、③義務的経費の対 

応、④歳出削減等の取組 

・重点事項 

①議会等からの提案や意見への対応、②予算見積りの精度向上、③先進事例の活用、④長時間 

労働の是正、⑤財源の確保、⑥施設の安全かつ適切な維持管理、⑦通年予算としての当初予算 

［歳出予算要求基準］ 

・第 1期実施計画の査定結果で額が決定されているものは、その額以内での要求 

・義務的経費（人件費、扶助費、公債費に加え、他の科目のうち扶助費的性格の特に強い経費）

は、高齢化等に伴う自然増を除き、原則として前年度予算額の範囲内での要求 

・その他の経費は、原則、一般財源ベースの令和 6年度当初予算額に 100分の 90 を乗じた額の

範囲内での要求（目標） 

（２）予算の規模 

・一般会計の当初予算額は、46,470百万円（対前年度比△4,170百万円、△8.2％） 

 一般会計予算規模 （単位：百万円） 

順 位 １ ２ ３ ４ ５ 

年 度 令和7年度 令和8年度 令和6年度 令和2年度 令和3年度 

当初予算額 50,640 46,470 44,030 42,920 41,880 

（３）対前年度増減要因  〔 〕内は主な要因 

〔増〕脱炭素先行地域づくり事業費＋871、学校給食センター運営事業費＋380、子どものための教

育・保育給付事業費＋341、市立病院事業会計費＋324、市営野球場等体育施設運営管理事業

費＋312〔市営プール大規模改修工事費増〕、小学校教育振興事業費＋225〔GIGAｽｸｰﾙ端末更

新等増〕、学校給食費支援事業費＋223、小学校統合施設整備事業費＋205、長期債利子＋173 

〔減〕南成中学校施設整備事業費△3,423、学校給食共同調理場整備事業費△1,478、地域総合整備

資金貸付事業費△753、広幡ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ建替事業費△499、塩井ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ建替事業費△493、

情報管理事業費△379〔自治体情報システム標準化経費減〕、学校給食費無償化事業費△378、

民間保育施設等施設整備助成事業費△225〔ひばりが丘幼稚園改築事業費補助金減〕 
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２　会計別予算額（決算額）の状況

（単位：千円、％）

令和６年度
決　算　額

令和７年度
当初予算額

Ａ

令和８年度
当初予算額

Ｂ

比較増減
Ｃ＝Ｂ－Ａ

伸　率
Ｃ/Ａ

45,061,121 50,640,000 46,470,000 △4,170,000 △8.2

国民健康保険事業勘定特別会計 7,473,022 7,915,254 7,974,986 59,732 0.8

後期高齢者医療費特別会計 1,145,788 1,214,997 1,377,718 162,721 13.4

介護保険事業勘定特別会計 8,701,243 8,959,858 8,909,300 △50,558 △0.6

と畜場及び食肉市場費特別会計 213,012 209,991 213,999 4,008 1.9

新産業団地整備費特別会計 － － 154,565 皆増 皆増

青果物地方卸売市場費特別会計 26,779 52,757 37,138 △15,619 △29.6

物品調達費特別会計 16,574 19,837 42,145 22,308 112.5

南原財産区費特別会計 184 535 674 139 26.0

三沢東部財産区費特別会計 191 493 632 139 28.2

山上財産区費特別会計 302 577 836 259 44.9

17,577,095 18,374,299 18,711,993 337,694 1.8

水道事業会計 2,733,109 2,629,733 2,646,264 16,531 0.6

下水道事業会計 5,579,750 4,785,733 4,150,574 △635,159 △13.3

市立病院事業会計 12,829,809 10,880,598 11,620,632 740,034 6.8

21,142,668 18,296,064 18,417,470 121,406 0.7

83,780,884 87,310,363 83,599,463 △3,710,900 △4.3

注）企業会計の決算額、予算額は、収益的支出と資本的支出の合計

特別会計　計

企業会計　計

合　　計

会　　計

一般会計
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３ 主な事業（事項） 

    （単位：千円） 

※【 】は 資料３ 令和８年度当初予算重点事業等説明書のページ数である。 

番
号 

新
規
等 

事 業（事 項）名 
R8年度 

当初予算 

R7年度 

当初予算 
増減額 事 業 内 容 

1 拡
充 

地域振興事業(新やまが

た就職促進奨学金返還

支援事業への出捐金) 

【P4】 

31,680 12,480 19,200 

大学生の地元定着・Ｕターンを促進

するため、奨学金返還支援事業にお

いて、市独自加算を行い県内最高水

準での返還支援を行う。 

2 拡
充 

保健衛生総務事業(診療

所開設支援補助金) 

【P16】 

15,000 10,000 5,000 

診療所開設支援補助金の対象をこれ

までの小児科・耳鼻咽喉科・泌尿器

科に、内科を追加して支援する(小児

科の場合はさらに500万円を上乗

せ）。 

3 新
規 

個別接種事業(小児イン

フルエンザ予防接種費

用助成事業) 

【P19】 

10,275 0 10,275 

小児インフルエンザ予防接種(任意接

種、中学3年生まで)費用助成によ

り、保護者の費用負担軽減を行う。 

4 新
規 

脱炭素先行地域づくり

事業 

【P20】 

878,182 0 878,182 

脱炭素先行地域内市民向けの断熱改

修や省エネ機器導入補助金、太陽光

発電PPA事業の実施、食肉センターへ

熱電併給する木質バイオマス発電事

業への補助金交付等により、地域内

の脱炭素化を図る。 

5 拡
充 

鳥獣保護管理事業 

【P21】 
10,546 2,085 8,461 

クマ対策の強化として、不要果樹伐

採及び緩衝帯整備を推進するととも

に、緊急銃猟に係る物品・備品の整

備及び実施体制強化を図る。 

6 新
規 

新産業団地整備費特別

会計繰出金 

【P44(特別会計)】 

154,565 0 154,565 

新産業団地整備事業を推進し、新た

な雇用の創出及び若者の定着につな

げていく。令和8年度は基本設計業務

や団地造成に向けた調査業務を実施

する。 

7 新
規 

建築指導管理事業(みら

いのすまい応援事業費

補助金) 

【P24】 

20,000 0 20,000 

居住誘導区域内で住宅を取得する子

育て中の若者世帯に対し、住宅取得

費用の一部を補助し、人口減少の抑

制につなげていく。 

8 新
規 

小中学校教育振興事業

(GIGAスクール端末更新

及び電子黒板導入) 

【P37】 

339,448 0 339,448 

令和2年度末に導入した小中学校GIGA

スクール端末の更新、小中学校普通

教室への電子黒板導入、特別教室の

大型モニターの更新を通して、教育

ＤＸの環境充実を図る。 

9 継
続 

小学校統合施設整備事

業 

【P39】 

233,353 28,744 204,609 

広幡、六郷及び塩井の各小学校を統

合し、広井郷小学校として令和9年度

に開校するため、現第六中学校の校

舎を小学校仕様等に改修し、より良

い教育環境の整備を図る。 

10 継
続 

学校給食センター運営

事業・学校給食費支援

事業(学校給食費無償化

事業) 

【P43】 

391,118 378,024 13,094 

従来、保護者負担となっていた学校

給食における食材費について、引き

続き完全無償化を実施し、保護者の

経済的負担の軽減を通じて子育て支

援に取り組む。 
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４　一般会計歳入予算の概要

≪総括表≫ （単位：千円、％）

予算額 A 構成比 予算額 B 構成比 金　額 増減率

１ 市 税 11,070,000 21.9 11,380,000 24.5 310,000 2.8

12 分担金及び負担金 149,241 0.3 189,353 0.4 40,112 26.9

13 使用料及び手数料 290,193 0.6 290,758 0.6 565 0.2

16 財 産 収 入 43,904 0.1 69,120 0.2 25,216 57.4

17 寄 附 金 2,020,000 4.0 1,823,000 3.9 △197,000 △9.8

18 繰 入 金 3,926,727 7.7 3,735,200 8.0 △191,527 △4.9

19 繰 越 金 900,000 1.8 900,000 1.9

20 諸 収 入 2,560,629 5.0 2,360,347 5.1 △200,282 △7.8

小 計 20,960,694 41.4 20,747,778 44.6 △212,916 △1.0

２ 地 方 譲 与 税 339,486 0.7 332,556 0.7 △6,930 △2.0

３ 利 子 割 交 付 金 7,000 0.0 25,000 0.1 18,000 257.1

４ 配 当 割 交 付 金 30,000 0.1 36,000 0.1 6,000 20.0

５ 株式等譲渡所得割交付金 10,000 0.0 9,800 0.0 △200 △2.0

６ 法人事業税交付金 123,000 0.2 119,000 0.3 △4,000 △3.3

７ 地方消費税交付金 2,230,000 4.4 2,489,000 5.4 259,000 11.6

８ 環境性能割交付金 14,000 0.0 1,000 0.0 △13,000 △92.9

９ 地方特例交付金 50,325 0.1 59,112 0.1 8,787 17.5

10 地 方 交 付 税 8,600,000 17.0 9,000,000 19.4 400,000 4.7

11 交通安全対策特別交付金 10,000 0.0 9,500 0.0 △500 △5.0

14 国 庫 支 出 金 7,742,710 15.3 7,903,979 17.0 161,269 2.1

15 県 支 出 金 3,381,585 6.7 3,589,975 7.7 208,390 6.2

21 市 債 7,141,200 14.1 2,147,300 4.6 △4,993,900 △69.9

小 計 29,679,306 58.6 25,722,222 55.4 △3,957,084 △13.3

50,640,000 100.0 46,470,000 100.0 △4,170,000 △8.2

自
　
主
　
財
　
源

依
　
存
　
財
　
源

合 計

区 分
令和７年度（当初） 令和８年度（当初） 比 較

- 4 -
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歳入のポイント 

１款 市  税【予算計上 11,380百万円（＋310、＋2.8％）】 

税   目 
R7当初 

見込 A 

R7決算 

見込 B 

R8当初 

見込 C 
C-A C-B 

個人市民税 3,586 3,750 3,860 274 110 

法人市民税 1,006 888 868 △138 △20 

固定資産税 5,258 5,442 5,406 148 △36 

その他 1,352 1,414 1,360 8 △54 

収入見込額 11,202 11,494 11,494 292 0 

予算計上額 11,070 － 11,380 310 － 

17款 寄 附 金【予算計上 1,823百万円（△197、△9.8％）】 

・ふるさと応援寄附金や地方創生応援税制寄附金 

18款 繰 入 金【予算計上 3,735百万円（△192、△4.9％）】  

  ①公共施設等整備基金繰入金             1,400百万円（△200） 

②ふるさと応援基金繰入金              1,000百万円（△200） 

③財政調整基金繰入金                1,000百万円（±0） 

④産業用地基金繰入金                   161百万円（＋135） 

⑤減債基金繰入金                   139百万円（＋115） 

20款 諸 収 入【予算計上 2,360百万円（△200、△7.8％）】 

・デジタル基盤改革支援補助金や融資制度取扱金融機関貸付金元金収入の減など 

10款 地方交付税 

①普通交付税【予算計上 7,750百万円（＋350、＋4.7％）】 

項   目 
R7当初 

見込 A 

R7決算 

見込 B 

R8当初 

見込 C 
C-A C-B 

ア基準財政需要額 17,939 18,691 18,814 875 123 

イ基準財政収入額 10,375 10,615 10,921 546 306 

ウ調整額 16 － 17 1 17 

交付見込額（ｱ-ｲ-ｳ） 7,548 8,076 7,876 328 △200 

予算計上額 7,400 － 7,750 350 － 

 ・基準財政需要額（＋875）個別算定経費、包括算定経費及び事業費補正の増など 

・基準財政収入額（＋546）市税や地方消費税交付金の増収など 

②特別交付税【予算計上 1,250百万円（＋50、＋4.2％）】 

14款 国庫支出金【予算計上 7,904百万円（＋161、＋2.1％）】 

・地域脱炭素移行・再エネ推進交付金、子どものための教育・保育給付交付金、社会資本整備総

合交付金（市営プール改修事業）、公立学校情報機器整備事業費補助金や学校施設環境改善交付

金（小学校統合施設整備事業）の増、公立学校施設整備費負担金（南成中学校施設整備事業）、

学校施設環境改善交付金（学校給食共同調理場整備事業）、就学前教育・保育施設整備交付金

（施設整備事業）や物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の減など 

15款 県支出金【予算計上 3,590百万円（＋208、＋6.2％）】 

・給食費負担軽減補助金や子どものための教育・保育給付費負担金の増、参議院議員通常選挙事

務費委託金や国民健康保険基盤安定制度負担金（保険税軽減分）の減など 

21款 市   債【予算計上 2,147百万円（△4,994、△69.9％）】 

・南成中学校施設整備事業債、学校給食共同調理場整備事業債、地域総合整備資金貸付事業債

や塩井及び広幡コミュニティセンター建替事業債の減、市営プール施設整備事業債や小学校

統合施設整備事業債の増など 
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５　一般会計歳出予算の概要

≪総括表・目的別≫ （単位：千円、％）

予算額 構成比 予算額 構成比 金　額 増減率

303,314 0.6 304,740 0.7 1,426 0.5 

9,728,481 19.2 7,459,062 16.0 △2,269,419 △23.3 

15,345,757 30.3 15,533,982 33.4 188,225 1.2 

4,031,715 8.0 5,385,625 11.6 1,353,910 33.6 

77,916 0.2 72,586 0.2 △5,330 △6.8 

883,595 1.8 820,920 1.8 △62,675 △7.1 

1,987,238 3.9 1,936,472 4.2 △50,766 △2.6 

3,511,283 6.9 3,547,749 7.6 36,466 1.0 

1,364,948 2.7 1,487,332 3.2 122,384 9.0 

9,589,147 18.9 5,922,420 12.7 △3,666,727 △38.2 

10,000 0.0 10,000 0.0 

3,756,606 7.4 3,939,112 8.5 182,506 4.9 

50,000 0.1 50,000 0.1 

50,640,000 100.0 46,470,000 100.0 △4,170,000 △8.2 

≪総括表・性質別≫ （単位：千円、％）

予算額 構成比 予算額 構成比 金　額 増減率

5,393,147 10.6 5,707,106 12.3 313,959 5.8 

9,654,159 19.1 10,081,715 21.7 427,556 4.4 

3,756,606 7.4 3,939,112 8.5 182,506 4.9 

6,519,683 12.9 6,915,154 14.9 395,471 6.1 

1,084,989 2.1 1,085,262 2.3 273 0.0 

7,420,904 14.7 8,423,594 18.1 1,002,690 13.5 

1,765,157 3.5 1,711,147 3.7 △54,010 △3.1 

2,460,943 4.9 1,648,063 3.6 △812,880 △33.0 

3,596,375 7.1 3,722,268 8.0 125,893 3.5 

8,928,037 17.6 3,176,579 6.8 △5,751,458 △64.4 

(1) 補 助 事 業 6,818,145 13.4 1,430,394 3.1 △5,387,751 △79.0 

(2) 単 独 事 業 2,075,936 4.1 1,724,248 3.7 △351,688 △16.9 

(3) 国 県 事 業 負 担 金 32,948 0.1 21,937 0.0 △11,011 △33.4 

(4) 同級他団体事業負担金 1,008 0.0 △1,008 　 皆　減

10,000 0.0 10,000 0.0 

(1) 補 助 事 業

(2) 単 独 事 業 10,000 0.0 10,000 0.0 

50,000 0.1 50,000 0.1 

50,640,000 100.0 46,470,000 100.0 △4,170,000 △8.2 

令和８年度（当初） 比 較

１ 議 会 費

区 分
令和７年度（当初）

２ 総 務 費

８ 土 木 費

３ 民 生 費

４ 衛 生 費

５ 労 働 費

10 教 育 費

11 災 害 復 旧 費

12 公 債 費

13 予 備 費

６ 農 林 水 産 業 費

７ 商 工 費

９ 消 防 費

合 計

４ 物 件 費

区 分
令和７年度（当初） 令和８年度（当初） 比 較

１ 人 件 費

２ 扶 助 費

３ 公 債 費

11 災 害 復 旧 事 業

合 計

12 予 備 費

９ 繰 出 金

５ 維 持 補 修 費

６ 補 助 費 等

７ 積 立 金

８ 貸 付 金

10 普 通 建 設 事 業

- 6 -
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歳出（性質別）のポイント 

１ 人 件 費【予算計上 5,707百万円（＋314、＋5.8％）】 

①一般職の職員給与費（退職手当除く） 

・4,224百万円（＋182、＋4.5％） 529名→537名 

②退職手当 

・176百万円（皆増） 一般職 0名→ 8名 

③会計年度任用職員報酬等 

・948百万円（△17、△1.8％）  435名→401名 

２ 扶 助 費【予算計上 10,082百万円（＋428、＋4.4％）】 

・子どものための教育・保育給付事業費、障がい者自立支援給付事業費や障がい児通所支援事業

費の増、児童手当支給事業費の減など 

３ 公 債 費【予算計上 3,939百万円（＋182、＋4.9％）】 

・金利上昇に伴う長期債利子の増、中山街道線上屋敷橋災害復旧、子育て世代活動支援センター

などの施設整備等事業に係る定時償還分の増、庁舎建替事業や地方道路などの定時償還分、臨

時財政対策債の減など 

４ 物 件 費【予算計上 6,915百万円（＋395、＋6.1％）】 

・学校給食センター運営に係る維持管理・運営業務委託料及び賄材料費等、小中学校GIGAスクー

ル端末更新等や小児インフルエンザワクチン等個別接種業務の増、自治体情報システム標準

化・機器等導入業務や南成中学校施設整備に伴う備品等購入費の減など 

６ 補助費等【予算計上 8,424百万円（＋1,003、＋13.5％）】 

・脱炭素先行地域づくり事業補助金等、市立病院事業会計負担金、置賜広域行政事務組合消防費

分担金、置賜広域行政事務組合清掃事業所費分担金や下水道事業会計負担金の増、学校給食費

無償化事業補助金（中学校分の賄材料費への移行）、定額減税補足給付金や置賜広域行政事務

組合電算処理分担金の減など 

７ 積 立 金【予算計上 1,711百万円（△54、△3.1％）】 

・ふるさと応援基金積立金の減、減債基金積立金の増など 

８ 貸 付 金【予算計上 1,648百万円（△813、△33.0％）】 

・地域総合整備資金貸付金や融資制度取扱金融機関貸付金の減など 

９ 繰 出 金【予算計上 3,722百万円（＋126、＋3.5％）】 

・新産業団地整備費特別会計繰出金、後期高齢者医療給付費負担金や後期高齢者医療費特別会計

繰出金の増、国民健康保険事業勘定特別会計繰出金や青果物地方卸売市場費特別会計繰出金の

減など 

10 普通建設事業費【予算計上 3,177百万円（△5,751、△64.4％）】 

・原則として、米沢市まちづくり総合計画第1期実施計画に基づく事業を計上 

(1)補助事業 1,430百万円（△5,388、△79.0％） 

南成中学校施設整備事業、学校給食共同調理場整備事業、ひばりが丘幼稚園改築事業費補助

金、市道整備事業や中学校統合施設整備事業の減、市営プール大規模改修工事、広井郷小学

校統合改修工事や広井郷小学校放課後児童クラブ整備工事の増など 

(2)単独事業 1,724百万円（△352、△16.9％） 

広幡及び塩井コミュニティセンター建替事業、道路維持管理事業（路肩復旧工事）や道の駅

米沢空調設備改修工事の減、南成中学校施設整備事業や伝国の杜施設整備負担金の増など 

(3)国県事業負担金 22百万円（△11、△33.4％） 

道路事業に係る県営事業負担金や土地改良事業に係る県営事業負担金の減 

  (4)同級他団体事業負担金 皆減（△1） 

    団体営農業基盤整備促進事業負担金の減 



６　積立基金年度末残高の状況

   （単位：千円）

積立額 取崩額 年度末残高 積立額 取崩額 年度末残高

１ 財政調整基金 1,958,413 1,908,589 1,904,955 1,815,473 703,635 770,020 1,749,088 511,018 1,000,000 1,260,106

２ 減債基金 415,395 401,933 495,060 610,961 69,445 23,440 656,966 209,555 138,718 727,803

３ 公共施設等整備基金 2,263,320 2,292,547 3,167,573 2,786,607 3,964 1,190,000 1,600,571 10,083 1,400,000 210,654

４ 市基金 116,596 99,595 74,634 53,786 9,476 7,652 55,610 2,435 16,697 41,348

５ 山祥まちづくり基金 201,132 201,132 3,020 3,020 201,132

６ 市庁舎整備基金 144,818 107,724

７ 退職手当基金 80,287 57,287 182,528 101,009 152,000 253,009 73,000 326,009

８ ふるさと応援基金 1,328,429 1,393,398 1,305,849 880,422 1,024,566 1,189,688 715,300 1,029,073 1,000,000 744,373

９ ふるさと創生基金 1,500 1 900 601 4 605

10 青少年勤労意欲高揚事業基金 2,000

11 ふるさと・水と土保全基金 1,665 1,274 1,274 1,275 3 1,278 8 1,286

12 森林環境譲与税基金 31,883 10,463 18,421 37,017 18,417 12,000 43,434 22,973 66,407

13 新型コロナウイルス感染症対応利子補給等基金 482,105 310,459 160,371 37,320 62 37,382

14 景観まちづくり基金 11,415 8,055 5,867 3,877 5 3,882

15 少年交流基金 3,206 3,207 3,207 3,210 5 3,215 21 1,300 1,936

16 博物館資料整備基金 85,405 82,012 79,723 79,196 139 10,000 69,335 437 10,000 59,772

17 スポーツ振興基金 57,203 55,203 53,213 51,259 102 2,000 49,361 312 2,000 47,673

6,982,140 6,731,746 7,452,675 6,462,912 2,182,952 3,246,964 5,398,900 1,861,939 3,571,735 3,689,104

18 国民健康保険財政調整基金 1,606,296 1,930,029 2,221,349 2,128,485 195,412 105,212 2,218,685 13,988 393,999 1,838,674

19 介護保険給付基金 549,495 615,594 788,481 909,635 150,186 57,533 1,002,288 6,320 12,061 996,547

9,137,931 9,277,369 10,462,505 9,501,032 2,528,550 3,409,709 8,619,873 1,882,247 3,977,795 6,524,325

注）令和７年度の積立額、取崩額は３月補正後の現計予算額で、令和８年度の積立額、取崩額は当初予算額で記載している。

　　出納整理期間中の増減を含めているため、決算書の残高と一致しない場合がある。

合　　　　計

令和８年度見込

一般会計に属する基金

区　　　　分
令和４年度

末残高

令和７年度見込令和３年度
末残高

令和５年度
末残高

令和６年度
末残高

-
8 -

-
8 -



７　市債年度末残高の状況

   （単位：千円）

借入額 元金償還額 年度末残高 借入額 元金償還額 年度末残高

24,374,826 23,719,638 23,236,059 23,306,698 7,525,300 2,229,160 28,602,838 2,352,000 2,262,769 28,692,069

91,928 201,381 312,470 411,001 15,800 11,493 415,308 28,000 40,270 403,038

(1)減税補てん債 106,120 69,900 41,435 20,018 14,212 5,806 5,806

(2)臨時財政対策債 15,189,535 14,249,739 13,120,203 11,943,465 1,248,743 10,694,722 1,203,147 9,491,575

(3)減収補てん債(特例分) 387,863 290,785 210,107 125,537 22,782 102,755 22,785 79,970

15,683,518 14,610,424 13,371,745 12,089,020 1,285,737 10,803,283 1,231,738 9,571,545

40,150,272 38,531,443 36,920,274 35,806,719 7,541,100 3,526,390 39,821,429 2,380,000 3,534,777 38,666,652

277,987 268,376 254,466 249,969 29,900 39,764 240,105 30,000 34,128 235,977

2,117 8,700 8,700

280,104 268,376 254,466 249,969 29,900 39,764 240,105 38,700 34,128 244,677

860,451 745,962 629,130 548,105 478,500 115,298 911,307 125,700 117,910 919,097

14,753,457 14,438,359 13,967,424 14,280,968 857,900 1,233,722 13,905,146 339,700 1,179,078 13,065,768

1,620,256 5,416,748 12,879,128 14,057,398 949,000 783,085 14,223,313 146,000 860,240 13,509,073

17,234,164 20,601,069 27,475,682 28,886,471 2,285,400 2,132,105 29,039,766 611,400 2,157,228 27,493,938

57,664,540 59,400,888 64,650,422 64,943,159 9,856,400 5,698,259 69,101,300 3,030,100 5,726,133 66,405,267

注）発行見込額には前年度からの繰越事業及び後年度への繰越事業に係る発行分を考慮している。

合　　　計

 と畜場及び食肉市場費

 青果物地方卸売市場費

特　別　会　計

 水　道　事　業

 下 水 道 事 業

 病　院　事　業

企　業　会　計

一　般　会　計

令和４年度
末残高

令和７年度見込 令和８年度見込

 １ 普　　通　　債

 ２ 災 害 復 旧 債

 ３ そ　　の　　他

令和３年度
末残高

区　　　　分
令和６年度

末残高
令和５年度

末残高

-
9 -

-
9 -
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８　経常収支比率、実質公債費比率、財政力指数の推移

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

決算 決算 決算 決算 決算 当初予算 当初予算

　人 件 費 20.5  19.7  21.1  19.7  21.3  19.5  20.6  

　扶 助 費 11.7  10.9  11.0  10.8  11.4  11.6  11.9  

　公 債 費 15.0  14.1  15.9  15.6  16.1  16.3  16.7  

　義務的経費
　 小　　計

47.2  44.7  48.0  46.1  48.8  47.4  49.2  

　物 件 費 12.8  12.2  13.6  13.4  14.2  12.0  14.1  

　維持補修費 2.8  2.9  3.5  3.3  3.8  3.9  3.8  

　補助費等 17.0  15.4  16.5  17.6  17.7  19.5  19.8  

　繰 出 金 12.7  11.9  12.4  12.2  12.5  12.8  12.4  

92.5  87.1  94.0  92.6  97.0  95.6  99.3  

8.2  7.8  7.8  8.2  9.5  10.7  11.7  

0.601  0.560  0.579  0.583  0.598  0.578  0.580  

0.591  0.581  0.580  0.574  0.587  0.592  0.582  

注）当初予算の各数値は、当初予算編成時点における決算見込額を基に推計した数値である。

　実質公債費比率

　財政力指数
（単　年　度）

　財政力指数
（３箇年平均）

項　　　目

経
　
常
　
収
　
支
　
比
　
率

合　　計

- 10 -
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　（歳入）

　　・地方消費税交付金（社会保障財源分） 13.3 億円

　（歳出）

　　・社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 177.1 億円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 （単位：千円）

国県支出金 地 方 債 そ の 他
地方消費税
交付金(社会
保障財源分 )

そ の 他

社会福祉総務費 1,607,070 257,039 0 0 233,000 1,117,031

障がい者福祉費 2,683,892 1,890,873 0 40,127 130,000 622,892

老人福祉費 387,586 5,267 0 62,070 55,000 265,249

児童福祉総務費 1,497,587 986,436 31,700 14,996 80,000 384,455

子育て支援医療費 383,303 88,287 0 187,695 19,000 88,321

ひとり親家庭等医療費 42,042 19,123 0 3,760 3,000 16,159

児童措置費 4,955,412 3,722,797 0 102,931 195,000 934,684

児童福祉施設費 306,225 119,793 47,800 67,379 12,000 59,253

児童養護施設費 174,193 163,583 0 0 2,000 8,610

市立保育所費 248,583 12,884 0 8,593 39,000 188,106

生活保護総務費 52,954 30,057 0 0 4,000 18,897

生活保護扶助費 1,343,755 1,011,124 0 500 57,000 275,131

小 計 13,682,602 8,307,263 79,500 488,051 829,000 3,978,788

介護保険事業勘定特別会計繰出金 1,369,904 47,283 0 0 228,000 1,094,621

国民健康保険事業勘定特別会計繰出金 612,661 226,996 0 0 66,000 319,665

国民年金費 8,353 8,353 0 0 0 0

小 計 1,990,918 282,632 0 0 294,000 1,414,286

保健衛生総務費 39,779 944 0 22,440 3,000 13,395

母子保健事業費 127,664 59,576 0 829 12,000 55,259

予防費 222,083 2,676 0 10,049 36,000 173,358

健康増進事業費 126,097 2,180 0 44,145 14,000 65,772

診療所費 1,525,434 0 0 723,264 138,000 664,170

小 計 2,041,057 65,376 0 800,727 203,000 971,954

17,714,577 8,655,271 79,500 1,288,778 1,326,000 6,365,028

社

会

福

祉

社

会

保

険

保

健

衛

生

合 計

９　地方消費税交付金(社会保障財源分)が充てられる社会保障４経費その他社会保障施策

　　に要する経費

事 業 名 経 費

財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源
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